
競争参加者の資格に関する公示 

 

独立行政法人農畜産業振興機構（以下「当機構」という。）の令和４・５・６

年度における一般競争及び指名競争に参加する者に必要な資格（以下「競争参

加者資格」という。）を得ようとする者の申請方法等について、次のとおり公示

します。 

なお、「令和３・４年度の農林水産省大臣官房参事官（経理）の競争参加資格」

又は「令和４・５・６年度における資格確認通知書（全省庁統一資格）」を取得

している者については、本公示に基づく申請の必要はありません。 

令和４年１月３１日 

                  独立行政法人農畜産業振興機構 

                     契約事務責任者 瀬島 浩子 

 

１．当機構の競争参加者資格を得ることで参加が可能となる契約 
（１）① 競争契約（指名競争を含む。） 

② 随意契約（外国で契約する場合及び公共用、公用又は公益事業の用

に供するため必要な物件を公共団体に直接に売り払い、貸し付け又は

信託する場合を除く。） 
（２）申請ができる契約の種類 

① 建設工事 
② 物品の製造 
③ 物品の購入 
④ 測量・建設コンサルタント等 
⑤ 役務等 

 
２．申請手続き 
（１）建設工事及び測量・建設コンサルタント等 
   ① 必要書類の詳細は３の申請書類を参照してください。なお、各申請

書は当機構のホームページよりダウンロードできます。 

https://www.alic.go.jp/contract/contract.html 
② 受付期間：（公示の日）～令和４年２月２８日到着分 

       上記受付期間申請分については、申請内容に問題がない限

り令和４年４月１日時点の有資格者名簿に掲載できます。

また、上記受付期間終了後も随時申請の受付を行います。 

③ 申請方法：郵送又は持参 
（２）物品の製造、物品の購入及び役務等 

① 必要書類の詳細は３の申請書類を参照してください。なお、各申請書

は当機構のホームページよりダウンロードできます。 



https://www.alic.go.jp/contract/contract.html 
② 受付期間：（公示の日）～令和４年２月２８日到着分 

       上記受付期間申請分については、申請内容に問題がない限

り令和４年４月１日時点の有資格者名簿に掲載できます。

また、上記受付期間終了後も随時申請の受付を行います。 

③ 申請方法：郵送又は持参 
（３）申請書の提出先 

   〒106-8635 東京都港区麻布台 2-2-1 麻布台ビル 
独立行政法人農畜産業振興機構 経理部経理課 
電話番号：03-3583-9299 

   （注）郵送による提出の場合は、封筒に「競争参加者資格申請書 在中」

と記載してください。 

（４）その他 
  ① 申請受付期間以降の申請によるものは、希望する案件の入札に間に合

わないことがあります。 
② 申請書類は日本語で作成してください。なお、添付書類で外国語記載

のものは、日本語の訳文を添付してください。 

 

３．契約の種類別申請方法について 

（１）建設工事の競争参加者資格について 

① 申請書類 

（ア）一般競争（指名競争）参加資格審査申請書（建設工事） 

（イ）工事経歴書 

（ウ）営業所一覧表 

（エ）総合評定値通知書の写し 

・競争参加資格審査の申請をする日の直前に通知を受けたものとします。 

・雇用保険、健康保険及び厚生年金保険の加入状況がいずれも「加入」

又は「適用除外」となっているものに限ります。ただし、当該通知書

において雇用保険、健康保険及び厚生年金保険の加入状況が「未加入」

であった後に当該未加入の保険について「加入」又は「適用除外」と

なったものは、総合評定値通知書の写しのほか、それぞれ当該事実を

証する書類 

（オ）業態調書（管工事を希望する場合のみ） 

（カ）納税証明書その３又はその３の２しくはその３の３（法人税及び

消費税にかかるもの）※３ヶ月以内に発行されたもの（写しも可） 

   なお、個人の場合であって、納税証明書の住所と異なる場合は、

屋号の住所を証明する書類（開業届、賃貸借契約書又は公共料金の請

求書等の写し）を添付して下さい。 



※ 新型コロナウイルス感染症の影響等による猶予制度の適用を受け

た方については、税務署において「納税証明書（その３の３）」（法人

の場合）又は「納税証明書（その３の２）」（個人の場合）が発行でき

ないことから、「納税の猶予許可通知書」又は税目や税額等を証明す

る「納税証明書（その１）」により、新型コロナウイルス感染症の影

響等により猶予制度の適用を受けていることが確認できるため、当面

の間、「納税証明書（その３の３）」又は「納税証明書（その３の２）」

が提出できない方であっても、新型コロナウイルス感染症の影響等に

よることが明記された「納税の猶予許可通知書」の写し又は「納税証

明書（その１）」の提出で申請可能とします。 

なお、新型コロナウイルス感染症の影響等による猶予制度が適用で

きない場合も、納税の猶予や換価の猶予が適用される場合があります

ので、当分の間は、これらが適用された場合、上記と同様の取扱いと

なります。 

（キ）会社案内等のパンフレット（可能な限り） 

（ク）暴力団等の反社会的勢力に該当する者に該当しない旨の誓約書・

役員等名簿 

（ケ）返信用封筒（送付先を明記し、切手を貼付したもの。） 

（注）上記の提出書類は、建設業法に基づく許可又は審査の際に提出した

書類に準じて作成してください。 

   ② 当機構による審査の上、競争参加者資格を付与された場合の有効期

間は、令和４年２月２８日までに申請された場合は、令和４年４月１

日から令和７年３月３１日まで、令和４年３月１日以降に申請された

場合は、当機構が競争参加者資格を付与した日から令和７年３月３１

日までとなります。 

 

（２）物品の製造、物品の購入又は役務等の競争参加者資格について 

 ① 申請書類 

（ア）一般競争（指名競争）参加資格審査申請書（物品製造等） 

（イ）営業経歴書（会社案内等のパンフレット） 

（ウ）登記事項証明書又は登記簿謄本（法人の場合）※３ヶ月以内に発  

行されたもの（写しも可） 

（エ）直前２事業年度分の財務諸表類（貸借対照表、損益計算書、利益

金処分計算書又は株主資本等変動計算書） 

（オ）納税証明書その３又はその３の２若しくはその３の３（法人税及

び消費税にかかるもの）※３ヶ月以内に発行されたもの（写しも可） 

   なお、個人の場合であって、納税証明書の住所と異なる場合は、

屋号の住所を証明する書類（開業届、賃貸借契約書又は公共料金の請

求書等の写し）を添付して下さい。 



※ 新型コロナウイルス感染症の影響等による猶予制度の適用を受け

た方については、税務署において「納税証明書（その３の３）」（法人

の場合）又は「納税証明書（その３の２）」（個人の場合）が発行でき

ないことから、「納税の猶予許可通知書」又は税目や税額等を証明す

る「納税証明書（その１）」により、新型コロナウイルス感染症の影

響等により猶予制度の適用を受けていることが確認できるため、当面

の間、「納税証明書（その３の３）」又は「納税証明書（その３の２）」

が提出できない方であっても、新型コロナウイルス感染症の影響等に

よることが明記された「納税の猶予許可通知書」の写し又は「納税証

明書（その１）」の提出で申請可能とします。 

なお、新型コロナウイルス感染症の影響等による猶予制度が適用で

きない場合も、納税の猶予や換価の猶予が適用される場合があります

ので、当分の間は、これらが適用された場合、上記と同様の取扱いと

なります。 

（カ）暴力団等の反社会的勢力に該当する者に該当しない旨の誓約書・

役員等名簿 

（キ）返信用封筒（送付先を明記し、切手を貼付したもの。） 

② 当機構による審査の上、競争参加者資格を付与された場合の有効期

間は、令和４年２月２８日までに申請された場合は、令和４年４月

１日から令和７年３月３１日まで、令和４年３月１日以降に申請さ

れた場合は、当機構が競争参加者資格を付与した日から令和７年３

月３１日までとなります。 

 

（３）測量・建設コンサルタント等の競争参加者資格について 

① 申請書類 

 （ア）一般競争（指名競争）参加資格審査申請書（測量・建設コンサルタ

ント等） 

（イ）測量等実績調書 

（ウ）技術者経歴書 

（エ）営業所一覧表 

（オ）登記事項証明書又は登記簿謄本（法人の場合）※３ヶ月以内に発     

行されたもの（写しも可） 

（カ）登録証明書等（登録を受けている場合）（写しも可） 

（キ）直前２事業年度分の財務諸表類（貸借対照表、損益計算書、利益金      

処分計算書又は株主資本等変動計算書） 

  （ク）納税証明書その３又はその３の２しくはその３の３（法人税及び消  
費税にかかるもの）※３ヶ月以内に発行されたもの（写しも可） 

   なお、個人の場合であって、納税証明書の住所と異なる場合は、

屋号の住所を証明する書類（開業届、賃貸借契約書又は公共料金の請



求書等の写し）を添付して下さい。 

※ 新型コロナウイルス感染症の影響等による猶予制度の適用を受け

た方については、税務署において「納税証明書（その３の３）」（法人

の場合）又は「納税証明書（その３の２）」（個人の場合）が発行でき

ないことから、「納税の猶予許可通知書」又は税目や税額等を証明す

る「納税証明書（その１）」により、新型コロナウイルス感染症の影

響等により猶予制度の適用を受けていることが確認できるため、当面

の間、「納税証明書（その３の３）」又は「納税証明書（その３の２）」

が提出できない方であっても、新型コロナウイルス感染症の影響等に

よることが明記された「納税の猶予許可通知書」の写し又は「納税証

明書（その１）」の提出で申請可能とします。 

なお、新型コロナウイルス感染症の影響等による猶予制度が適用で

きない場合も、納税の猶予や換価の猶予が適用される場合があります

ので、当分の間は、これらが適用された場合、上記と同様の取扱いと

なります。 

（ケ）会社案内等のパンフレット 

（コ）暴力団等の反社会的勢力に該当する者に該当しない旨の誓約書・役

員等名簿 

（サ）返信用封筒（送付先を明記し、切手を貼付したもの。） 

（注）１．申請しようとする者が、建設コンサルタント登録規程（昭

和 52 年 4 月 15 日建設省告示第 717 号）第 7 条、地質調査業

者登録規程（昭和 52 年 4 月 15 日建設省告示第 718 号）第 7

条又は補償コンサルタント登録規程（昭和 59 年 9 月 21 日建

設省告示第 1341号）第 7条に規定する現況報告書を国土交通

大臣に提出し、その確認印を受けた現況報告書（一式）の写

しを提出しようとするときであって、申請しようとする業種

の区分が各登録規程に定める登録部門の範囲内である場合に

限り、（エ）から（キ）までに掲げる書類の添付を省略するこ

とができます。 

２．（オ）から（キ）までの書類のうち添付することが著しく困

難であると認められる書類がある場合には、当該書類の記載

の事実を確認しうる他の書類をもって代えることができます。 

② 当機構による審査の上、競争参加者資格を付与された場合の有効期

間は、令和４年２月２８日までに申請された場合は、令和４年４月

１日から令和７年３月３１日まで、令和４年３月１日以降に申請さ

れた場合は、当機構が競争参加者資格を付与した日から令和７年３

月３１日までとなります。 

 

４．有資格者としない者 



契約を締結する能力を有しない者、破産者で復権を得ない者及び暴力団員 

による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第３２条第

１項各号に該当する者 

 

５．有資格者としないことがある者 

次の各号の一に該当すると認められる者であって、その事実があった後 3
年を経過していない者（これを代理人・支配人として使用する者を含む。） 

 ① 契約の履行に当たり故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の

品質若しくは数量に関し不正な行為をした者 

② 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し若しくは不正な利

益を得るために連合した者 

③ 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者 

④ 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者 

⑤ 正当な事由がなくて契約を履行しなかった者 

⑥ 資格審査申請書その他の資格審査に必要な書類に故意に虚偽の事実を

記載した者 

⑦ 資格審査の申請の時期の直前 1 年における法人税若しくは所得税又は

事業税であって納期の到来したものを当該申請の時までに納付していな

い者 

⑧ 前各号の一に該当する事実があった後 2 年を経過しない者を契約の履

行に当たり代理人・支配人その他の使用人として使用した者 

⑨ その他有資格者と認められない相当な事由がある者 

 

６．資格審査結果 

  競争参加者資格審査を行った場合、結果を通知します。 

 
 
 


